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1.	 緒　　　言

1980年代，抜本的な国際競争力の向上の必要性，鋼材
の高級化，品質の一層の厳格化が進むなか，これに対応す
るため精錬工程の効率化が進められてきた。大きな発展と
しては，溶銑予備処理技術の進展 1)であり，精錬機能分割
が進んだ時期であった。しかし，近年においては，更なる
製品のハイエンド化や原料自由度向上による溶銑中の不純
物元素の増加等によって精錬負荷が更に増大しており，高
級鋼を高効率かつ安定的，そして安価に製造する技術開発
が求められている。これに対して，精錬工程におけるフラッ
クス反応効率の向上，スラグリサイクルの拡大を図りコス
ト削減に努めるとともに，スラグ生成量（精錬工程で発生
するスラグ量から所内におけるスラグリサイクル量を差し
引いた量）の削減を推進してきた。更に，土壌環境基準の
ふっ素制約導入に対応するため，ふっ素無し精錬技術等の
対応が迫られてきた。新日鐵住金（株）においてはこれらの

課題に対し，溶銑予備処理を含む一次精錬工程の見直しと
技術開発を絶えず実施してきた。本稿ではこれまでの取り
組み概要とその成果について述べる。

2.	 フラックス反応効率向上技術

2.1	 フラックス反応効率向上とスラグ生成量削減の視点
鋼材の高級化への対応かつ，高い生産能力を維持しな

がら低コスト化かつスラグ生成量の削減を行うためには，
① 少ない副原料で精錬が可能な反応効率の高いプロセス
の開発によるスラグ量そのものの削減，② スラグをリサイ
クルしやすいプロセスの開発，③ 土壌環境基準に対応すべ
くふっ素を使用しない精錬プロセスの開発，④ 主原料自由
度の向上を実現しながら熱的裕度を高位に維持できるプロ
セスの開発が必要である。
上記の観点から，新日鐵住金において，1980年代までに
確立した溶銑予備処理法の見直しと改善を行った。主な改
善は以下である。
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① 精錬の基本工程である脱珪，脱硫，脱燐，脱炭の４工程
の分離による反応効率の向上とスラグリサイクルの拡大
② 転炉型溶銑脱燐処理への集約と，更なる精錬反応効率
の向上
これらの取り組みにより，フラックス反応効率の向上及
びスラグ生成量の削減を行ってきた。

2.2	 精錬工程の分離状況
更なる高級化のニーズによる精錬負荷増加に対応すべく
溶銑予備処理プロセスの見直しを行ってきた。図１に各製
鉄所の現状における精錬反応の分離状況と適用プロセスを
示す。
従来，同一容器で脱燐と脱硫を実施していたのを分離，

また脱燐においては転炉で行うプロセスに集約，更に，溶
銑［Si］値が高い場合の事前脱珪を実施する４工程分離を
基本とした。これらにより各反応に応じた適切な処理を行
うことができ，生石灰原単位の削減等，効率の良い精錬処
理が実施できる。これらを基本思想として，各製鉄所にお
いては，各既存設備の持つ特長を活かしながら精錬反応の
４つの工程分離と適用比率の向上を図ってきた。以下にそ
の詳細について述べる。

2.3	 溶銑脱硫工程の分離
従来の溶銑脱硫法は，トーピードカーや取鍋にて同一容

器内で脱燐・脱硫同時反応，もしくは脱燐処理に引き続き
脱硫処理をするように開発された。しかし，脱硫反応には
高温・低酸素活量，脱燐反応には低温・高酸素活量と互い
に相反した条件が必要であるため，脱燐処理時の酸化性雰

囲気における脱硫では効率が低下していた。そのため精錬
効率向上の点から，より高温かつ低酸素分圧下での精錬が
可能な脱燐処理前での処理に工程分離を進めた。また，生
石灰，カルシウムカーバイド，ソーダー灰を利用したフラッ
クスインジェクション法が主流であったが，機械攪拌方式
の KR法の高い反応効率が見直され，各所に導入してきた。
1965年広畑製鉄所 2)で開発されたこの KR法は鹿島，八幡
（小倉地区）で古くから導入されていたが，近年では和歌
山 3)，また八幡（戸畑地区），君津にも設置 4)した。
また，フラックスインジェクション法についても高い脱
硫能を持つ CaO-Mg系フラックスインジェクション法の開
発を実施した 5)。新日鐵住金の製鋼工場においては各製鋼
工場の設備基盤状況に応じてトーピードカー，取鍋，転炉
を用いたインジェクション法あるいは KR法の二種類の方
式からいずれかを選択，実施している。
脱硫工程を分離かつ高効率プロセス化を行った結果，脱
硫効率が向上し，生成スラグ量の低減が図れている。

2.4	 溶銑脱燐，脱炭工程の分離
2.4.1	転炉型脱燐法の優位性
溶銑脱燐については早くから，トーピードカーを反応容
器として使用した溶銑予備処理法を実施してきた。溶銑中
に脱燐剤を吹き込むこの方法はフリーボードが小さいため
脱燐剤の横溢が生じ，撹拌力を高めることができず，反応
効率が低く，処理に時間を費やす。また，転炉脱炭工程に
おける熱的裕度を奪い，スクラップ使用量に制約を受け，
生産弾力性に劣るという課題があった。また，溶銑鍋を用
いた方法においてはトーピードカーよりも混合性が高く，
高速処理が可能であるが鉄スクラップ使用の制約，フリー
ボード不足といった課題は共通であった。
そのため，フリーボードが大きく，強攪拌下で気体酸素

を用いることが可能な転炉を用いた脱燐処理法を開発し
た。転炉の持つ強攪拌と高速送酸機能を利用した高酸素ポ
テンシャル下における効率的な低 CaO／ SiO2（以下，塩
基度と表記）スラグでの脱燐と 10分以内の高速脱燐精錬
が実現できる。その上，スクラップの溶解能力が高く，大
量のスクラップ配合が可能である。また，この転炉法にお
いては，スクラップの配合可能と同様に，スラグの配合が
容易なことから，後工程で生成したスラグを利用する向流
精錬を実施し易い特徴を備えている。以上より，転炉法に
よる溶銑脱燐処理は他のプロセスよりも優位性を有してい
る 6, 7)。

2.4.2	SRP 法，LD-ORP法
転炉を用いた脱燐方法は，1987年には鹿島製鋼工場に

おいて，２基の転炉を用い脱燐処理と脱炭処理を分離し，
更に脱炭炉のスラグを脱燐炉にリサイクルする向流精錬を
行うことで，スラグを低減しつつ効率のよい脱燐が可能な

図１　新日鐵住金における精錬反応の分離状況
Separation of refining processes in Nippon Steel & Sumitomo 
Metal Corporation
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SRP法（Simple Refining Process）を開発した（図２）8, 9)。
また名古屋製鋼工場では，稼働率の低かった旧第一製
鋼工場の転炉を使った LD-ORP法（LD-Optimized Refining 
Process）（図３10)）を 1989年に導入した 11, 12)。この方法は
溶銑脱燐処理用転炉に溶銑を装入して，脱珪・脱燐精錬を
行った後，同じ炉内で底吹き脱硫を行い，スラグカットし，
その後，別の脱炭用転炉に移し替えて再度脱炭精錬をする
という方式である。

SRP法，LD-ORP法とも溶銑移し替えを伴うが，生石灰
削減や歩留向上，転炉の安定高速処理が可能なことを狙っ
て全量適用を指向している。

1990年代後半になると国際競争力の激化，鉄鋼需要の
拡大下のもと，溶銑脱燐処理プロセスとして圧倒的有利で
あるこの転炉型の脱燐処理を急速に拡大させてきた。和歌
山においては 1999年に，転炉型の脱燐専用炉を備えた製
鋼工場を建設 3)し，プロセスの高効率化と生石灰使用量の
削減によりスラグ生成量低減が図られている。更にこの技
術は小倉にも展開され，2010年に転炉型専用脱燐炉を設
置している。
また，LD-ORP方式は，名古屋での実施に加えて，君津
でも極低燐鋼の精錬用に活用している。
最近，名古屋では，更なる脱燐効率化を狙い，脱硫工程

を分離するため，脱燐処理の前に事前に別の転炉にて脱硫
を行う精錬方式（ORP-II）も実機化している。この方法に
よれば，溶銑の移し替えが増えるものの，効率の良い向流

精錬処理が可能となり，生石灰使用量削減，スラグ生成量
低減に寄与している 13)。

2.4.3	MURC法
転炉型脱燐法のもう一つの方法として，１基の転炉で

脱燐と脱炭を中間排滓を介して連続して行うMURC法
（Multi-Refining Converter）を開発した 14-16)（図３10)）。本プ
ロセスは，脱燐処理を行ったのち，溶銑を炉内に残したま
ま脱燐スラグのみを排滓，その後，脱炭処理を実施する。
脱炭スラグは炉内に残したまま次チャージの脱燐処理を行
う向流精錬であるため，最小限の熱損失で向流精錬が可能
となり，スラグ量も大幅に低減できるプロセスである。
このMURC法は，一般鋼（極低燐鋼を除く）精錬には
生石灰削減，スラグ量削減，熱裕度活用などにおいて非常
に効率的な製造方法であり，室蘭で開発した後，大分，君津，
戸畑などで広く適用され，生成スラグ量の低減に寄与して
いる。
向流精錬法の効果としてMURC法の例を示す。図４17)

に大分製鉄所におけるMURC法による脱燐処理時の燐分
配（LP）の実績値とスラグ組成から計算した推定値との関
係について，脱炭スラグのホットリサイクル実施有無の比
較を示す。ホットリサイクルの実施により，より計算値に
近い高い分配比が得られていることがわかる。従って，ホッ
トリサイクルを行ったスラグ中の余剰塩基度分に相当する
生石灰を削減することが可能であり，ホットリサイクルに
よって 40％の削減効果が認められている（図５17)）。

2.4.4	溶銑脱燐処理比率の向上
図６に溶銑脱燐法の適用比率の推移を示す。溶銑脱燐処
理比率の向上を行うとともに，主流であったトーピードカー
や溶銑鍋を使った溶銑脱燐処理方法に代わって，前述した
ように国際競争力の激化，鉄鋼需要の拡大，スラグの生成
量削減に対応すべく，転炉の長所を活かした溶銑脱燐法で
ある SRP法，LD-ORP法，MURC法の処理比率向上を図っ
ている。足元 2013年においては転炉型の溶銑脱燐法の適
用比率は全社 84％レベルまで拡大した。今後，全社 100％

図２　転炉型溶銑脱燐処理プロセス（SRP）
Converter type hot metal dephosphorization processes (SRP)

図３　転炉型溶銑脱燐処理プロセス 10)

Converter type hot metal dephosphorization processes 
(LD-ORP, MURC)

図４　MURC法におけるスラグホットリサイクルの効果 17)

Effect of slag hot recycle by MURC process (Oita Works)
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の処理化を指向し，フラックスの反応効率の向上による生
成スラグ量の削減を実施していく。

2.5	 溶銑脱珪
高炉溶銑中の珪素濃度の上昇は製鋼の生石灰使用量増
大やそれに伴うスラグ量の増大などへの影響が大きい。
前述のように転炉型脱燐処理を採用した場合は，大きな

反応容器を活用し比較的低塩基度条件で低融点スラグ組
成を利用した脱珪，脱燐吹錬が可能である。このため溶銑
［Si］を極小化する必要はないが，脱燐に必要な適正［Si］
値が存在する。そこで，この［Si］値を超える溶銑［Si］
の場合において，事前脱珪を実施し，製鋼スラグの生成量
削減に取り組んでいる。しかし，現状，この脱珪能力は十
分ではなく今後，製鋼スラグの生成量の更なる削減を目的
にこの技術を拡大していく計画である。
以上に述べたように，精錬反応の基本４工程である脱珪，
脱硫，脱燐，脱炭工程を分離，そして脱燐工程を転炉型に
集約することにより各反応効率を高め，生成するスラグ量
の削減を行ってきた。

2.6	 更なるフラックス反応効率の向上
工程を分離した各工程において，更なる反応効率を高め

る技術開発も進めている。その一例を示す。
脱燐処理においては低温処理，また短処理時間のため，

生石灰の溶解が不十分となる。そこで，転炉方式の利点

を最大限に生かし，底吹きガス流量を増加させ，撹拌力を
強化することで生石灰の溶解を促進させ反応効率の向上を
図っている 7, 18)。
また，上吹きランスから生石灰の粉体を吹き付けること
で生石灰の滓化性を促進させる技術を開発した。これは滓
化に有利な粉状生石灰の集塵損失を防ぎ，かつ，高温とな
る火点に生石灰を直接投入することで生石灰の滓化を向上
させる方法である（図７）19)。

2.7	 スラグリサイクルの拡大
スラグの生成量削減にはスラグのリサイクルを可能な限

り実施することが必要である。前述した，精錬の各工程を
分離したことで，燐酸濃度が低い脱硫スラグ，脱炭スラグ
を容易に分離回収することができ，焼結工程へのリサイク
ルが可能となった。現在では多くの箇所でリサイクルを実
行し，スラグの生成量の削減に寄与している。
また，前述したように脱炭スラグを脱燐に使用する向流
精錬法の拡大を図っている。脱炭工程で発生する脱炭スラ
グは，比較的高塩基度であるが高温の転炉吹止条件におけ
るスラグであり燐酸濃度が低い。よってこのスラグを低温
かつ，低塩基度操業の溶銑脱燐工程において，十分に再利
用することが可能である。これにより脱燐工程における生
石灰使用量を削減することが可能である。

MURC法の効果について，図８16)に装入した生石灰原

図６　処理法別 溶銑脱燐処理の適用比率
Production ratio of the types of hot metal dephosphorization

図７　CaO粉体上吹き法の概要 19)

Schematic of CaO powder top blowing

図８　生石灰原単位に及ぼすスラグリサイクル効果 16)

Effect of slag recycling on lime consumption

図５　MURC法におけるCaO消費量の比較 17)

Comparison of CaO consumption (Oita Works)



新　日　鉄　住　金　技　報　第 399号　（2014）─ 157 ─

精錬工程におけるフラックス反応効率向上技術

単位と脱燐処理後の［P］濃度の関係を示す。スラグリサ
イクルを実施した場合は実施しない場合と比較して，5～
10 kg/tの生石灰原単位の削減効果が認められている。

3.	 ふっ素無し精錬技術の進歩

2000年代に入り，土壌環境基準にふっ素規制が適用され，
ふっ素を使用しない脱燐プロセスの開発を推進した。トー
ピードカーや溶銑鍋等の反応容器においては，容器容量の
制約から高塩基度となりスラグの融点を下げるためふっ素
を利用していた。このためふっ素を使用しない場合，脱燐
効率が著しく低下し後工程の負荷が増大する。よって，転
炉法の拡大とともに，転炉法の優位性を利用した強撹拌，
高酸素ポテンシャル下での低塩基度処理を実施し，蛍石を
使用しない処理技術を開発している。図９17)に CaO／Oと
脱燐石灰効率の関係を示すが，蛍石を使用しなくても，高
い脱燐石灰反応効率の確保が可能となっている。
また前述した粉体上吹き法の活用により細粒 CaOの表
面積増加による効果と，火点への直接投入の効果により，
蛍石を使用しなくても生石灰の溶解を促進させ，脱燐能の
向上を図っている（図10 19)）。

4.	 製鋼スラグの生成量削減効果

以上述べてきた精錬工程の機能分担，そして転炉型溶銑

脱燐プロセスへの集約，また溶銑脱燐処理比率の向上によ
り，製鋼スラグの生成量の削減を図ってきた。図11に製
鋼スラグの生成量の推移を示す。2005年度をベースとして
種々取り組みにより約 13％の削減が図られている。

5.	 今後の更なるフラックス反応効率の向上とス
ラグ生成量削減への取組み

更なるフラックス反応効率の向上とスラグの生成量削減
のために，溶銑予備処理比率の全社 100％化を目指すとと
もに，事前脱珪能力の向上対策を行っていく。更に，精錬
反応においては，脱硫，脱燐反応の石灰利用効率を見ると
改善の余地は多く，反応効率の更なる追及を行っていくと
ともに，スラグリサイクルの推進を図り，更なるスラグ生
成量の削減に取り組んでいく。

6.	 結　　　言

鋼材の更なる高級化要求に伴い，精錬負荷が増大する中，
精錬の基本工程である脱珪，脱硫，脱燐，脱炭の４工程の
分離と予備処理比率の向上，転炉型脱燐処理への集約と，
更なる精錬反応効率の向上，精錬工程分離によるスラグ
リサイクルの拡大を実施しスラグ生成量の削減を図ってき
た。更には環境対応としてのふっ素無し技術の開発を推進
してきた。今後も引き続き，更なる精錬効率化を中心に技
術力，現場力の向上を図り，スラグ生成量の削減はもとより，
製鋼技術の発展に努めていく。
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